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	本報告書について
	本報告書では、JICUFが難民の高等教育に関わるようになった経緯と、過去10年間の軌跡を紹介します。 なお、本報告書において「難民」という用語は、正式に難民として認定された人々に限らず、紛争・迫害・暴力・人権侵害などで故郷を後にせざるを得なかった人々全般を指す広義で用いています。
	要約

	タイムライン
	はじめに
	シリア内戦

	シリア人学生イニシアチブ
	2017年初頭、JICUFとJARはICUに対し、シリア人学生イニシアチブ（Syrian Scholars Initiative、SSI）の設立を提案 しました。その後、慎重な協議を経て、3者は同年6月に覚書（MOU）を締結し、2018年から4年間にわたって、 故郷を追われたシリア人学生を計6名募集し、ICUで学位を取得するまで支援 することに合意しました。
	学生は、シリア難民の最大の受け入れ国であるトルコで募集することになりました。JICUFとICUは費用を分担することに合意し、JICUFはそのおよそ3分の2を負担することとなりました。JICUFは、JARの他、イスタンブールやガズィアンテプに拠点を置くパートナー 団体   と連携して、広報を行いました。2017年4月には、JICUFとJARの職員が共同で、シリア難民が集中するイスタンブール、ガズィアンテプ、アダナ、メルスィン、シャンルウルファ、アンカラを訪問し、JARの日本語学校プログラムと あわせてSSIの紹介を行いました。さらに、オンラインでも説明会を開催しました。
	初年度の2017年には、87名の応募者の中から男子学生2名が選抜されました。この2名は2018年7月に 東京に到着し、ICUキャンパスで5週間の集中日本語プログラムを修了した後、9月に入学しました。
	2018年と2019年には、同様の方法でさらに3名の学生が採用されました。2019年に選ばれた学生は、 本プログラムにおける唯一の女子学生でした。

	2020年には、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の 世界的流行により、プログラムは予期せぬ困難に直面しました。この秋入学予定だった奨学生は日本へ渡航することができず、最終的に6か月遅れで2021年春に入学し、トルコ在住のままオンラインで学業を開始しました。彼女は日中、ガズィアンテプのNGOで勤務しながら、早朝に起きてICUの授業をオンラインで受講しました。
	SSI3期生のサラ・ジャリさんと、来日を歓迎するICUの学生（2022年3月）
	パンデミック下においても学生募集は継続され、2021年秋入学の学生が新たに選抜されました。日本の入国制限は2年続いたため、この学生の入学も遅れましたが、2022年春、 前年採用された学生と共に来日を果たしました。

	最後のSSI奨学生は、2022年秋に入学しました。最終的には、このプログラムを通して、当初予定していた6名ではなく、計7名の学生が採用されました。2017年の募集開始から2026年の最後の学生の卒業に至るまで、SSIは9年間にわたる取り組みとなりました。

	SSIと難民保護のグローバル・コミュニティ
	SSIは当初、脆弱性の高い学生を支援し、ICUの学生の多様化を図ることを目的として構想されました。それが日本のみならずアジア全体においても、民間主導で難民学生を国外から大学に受け入れる初めてのプログラムであったことは、後に明らかになったことです。ICUはSSIを通じて、難民の最初の避難先（第一次庇護国）で直接募集し、学位取得まで支援するプライベート・スポンサーシップ・プログラムの先駆者となったのです。
	SSIは、難民学生が留学ビザで日本に入国し、高等教育を受けて学士号を取得し、就職するための道を 切り開きました。一般の学生同様、SSIの学生が学業を修了できなかったり、卒業後に就職先を確保 できなかったりする可能性もありましたが、日本政府がシリア国籍者に対してノン・ルフールマン原則（迫害や生命・自由への脅威がある国へ、難民や庇護希望者を送還・追放してはならないという国際法上の原則) を遵守する姿勢を示していたため、プログラムの実施に踏み切りました。
	難民保護の世界的な枠組みの中で、SSIは大きな意義を持つことになりました。2016年9月、国連総会は「難民および移民に関するニューヨーク宣言」を、続いて2018年12月には「難民に関するグローバル・コンパクト（Global Compact on Refugees、GCR）」を採択しました。GCRは、難民の高等教育へのアクセス拡大の重要性を強調し、奨学金や学生ビザの活用、さらには高等教育機関との連携を通じて、各国が具体的な受け入れ経路を創出するよう明確に求めました。
	こうした背景のもと、国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）はSSIに注目し、SSIを難民の「教育を通じた補完的受け入れ（complementary education pathways）」（通称教育パスウェイズ）の一つとして位置づけました。補完的受け入れは、従来の政府による第三国定住を補完する形で、難民が最初に庇護を受けた国から第三国へと教育を通じて移動することを可能にするものです。UNHCRは、歴史的に難民保護への関与が限られていたアジア太平洋地域において、SSIが他の高等教育機関にとってのモデルになり 得ると評価しました。
	米国国際教育研究所がベトナムで主催した会議で発表するポール・ ヘイスティングスJICUF代表（右から二人目） (2019年9月)

	UNHCRの注目を受け、JICUF職員は2019年に複数の国際会議へ招待され、各国政府、NGO、高等教育機関、国際機関の代表者と意見交換を行う機会を得ました。同年12月には、スイス・ジュネーブにおいて第1回グローバル難民フォーラム（Global Refugee Forum, GRF）が開催され、世界各地から数千人が参加して難民保護の責任分担について議論が行われました。
	________________ UNHCR駐日事務所が2006年に設立した難民高等教育プログラム（RHEP）は当時日本政府が難民認定し、すでに日本国内に居住する若者を対象としており、 国外の難民は対象外でした。また、国際協力機構（JICA）の「シリア平和への架け橋（JISR）」プログラムは、SSIとほぼ同時期に開設されましたが、政府が主導するものです。


	GRFの一環として、加盟国および関係機関には誓約（プレッジ）の提出が求められました。JICUFは、2025年までICUで難民学生の支援を継続すること、ならびに教育パスウェイズに関するベストプラクティスを共有するため、日本およびアジア太平洋地域において定期的に会合を開催することを誓約しました。ICUでSSIのファシリテーターを務めた新垣修教授が、ICUとJICUFを代表してGRFに出席しました。
	2020年には、JICUFはUNHCRが中心となって設立された「教育パスウェイズに関するグローバル・タスクフォース」に招待されました。このタスクフォースは、教育の機会を通じて難民を第三国に受け入れる道筋の拡大を目指すものです。JICUFは、ポルトガル政府、米国国際教育研究所（IIE）、カナダ世界大学サービス機構（WUSC）、欧州委員会、オープン・ソサエティ財団（OSF）、フランコフォニー大学機関（AUF）などとともに、11の創設メンバーの一員となりました。新型コロナウイルス感染症が世界的に流行すると、タスクフォースはオンラインで会合を重ね、2019年時点で1％であった難民の高等教育進学率を2030年までに15％へ引き上げるための努力を推進しました。その取り組みは、「第三国定住と補完的な受け入れに関する3年戦略（2019-2021年）」の次のステップを描いた「難民の第三国による受け入れー2030年に向けてのロードマップ」に基づくものでした。
	パンデミックにより対面会合が不可能となったため、JICUFはアジア太平洋地域において難民の高等教育を推進するために様々な国の実践者が交流できるよう、オンラインの対話シリーズを主催しました。

	日本におけるアドボカシー
	2019年の第1回グローバル難民フォーラムやグローバル・タスクフォースの設立以前から、JICUFはICU以外の大学にも働きかけ、SSIの経験を共有するとともに、難民学生の共同募集への参加を呼びかけてきました。シリア危機は収束の兆しが見られず、祖国を後にする人の数は増え続けていました。さらに、他地域における紛争も、それぞれの「失われた世代」を生み出していました。SSIの初年度の学生募集を通じて、JICUFは高等教育への進学を強く望むシリアの若者が予想以上に多いことを認識しました。幼い頃からアニメ、漫画、ゲームなど日本のポップカルチャーに親しみ、日本に強い関心を抱く学生が少なくありませんでした。日本には何百もの大学があることから、JICUFは少なくともいくつかの大学が難民学生の共同募集に参加してくれることを願っていました。
	2018年12月、JICUFはUNHCR駐日事務所およびJARと、東京の国際文化会館で「難民高等教育支援を考える ― 日本のモデルと今後の展望」と題する会議を共催しました。2日間にわたる会議には、日本政府やNGOの代表者、大学関係者、学生などが参加し、JICAの「シリア平和への架け橋人材育成プログラム」（JISR）、UNHCR駐日事務所の難民高等教育プログラム（RHEP）、SSIなど既存の難民教育プログラムならびに学生支援の仕組みなどが紹介されました。
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